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del)8J，西独ではR ・/l-ーレ y ドノレフ (Dahrendorf)ωなどであったが， ごく最
近学派を問わず，技術変化が雇用に与える影響が実証研究で分析されてきてい
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約的技術であるかを示唆している。 (Hicks-neutral technical change， 













G 実質賃金の場合， もし技術変化が労働節約的であり (IIickslabour sav. 
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表1 各景気循環局面における労働投入りGNP又は生産性に対する弾力性
全産業 製造業 消費 素材 機械
4C年 4 月 ~45年 3 月 0.1466 0.1876 -0.1017 0.1294 0.3151 
46年 4 月 ~48年 4 1' 0.0304 0.0645 0.5925 -0.1236 0.0711 
5C年 1 月 ~52年 1 月 0.2885 0.1220 0.3125 一日 1910 0.2025 
52年 4 月 ~55年 l F. 0.3116 0.0633 0.1139 0.1084 0.1320 
58年 1 月 ~59年 4 月 0.2796 0.2494 0.4836 0.0290 0.3281 
注 O~新規求人 Y~GNP }i.は生産性





40年 4 月 ~45年 3 月
46年 4 月 ~48年 4 月
50年 1 月 ~52年 1 月
52年 4 月 ~55年 1 月








4C年 4 月 ~45年 3 月
46年 4 月 ~48年 4 月
50年 1 月 ~52年 1 月
52年 4 月 ~55年 1 月








40年 4 月 ~45年 3 月 -1.78倍
46年 4 月 ~4~年 4 月 -5.79倍
50年 1 月 ~52年 1 月 2.64倍
52年 4 月 ~55年 1 月 2.05倍







J .シュンベーター (Schumpeter1911)，最近ではC ・アリーマン (Freeman
1982)， P・プヲックパ ン (Blackburn1985)が l分に論じている制。
m カツラコスの理論によれば，技術革新〈特にプロダクト・イノヴェーショ
ン〉は，財・サーピ1 の需要の媒介変数を通して労働需要に積極的な影響を与
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uηemployment a冗d町並chnicalInnovation. London. Frances Pinter. 1982; P. Blackburn et 
a1.， Techn()lo，留y，Economic Grow品 andthe Lab刷 rProcess， London， MacMillan Press， 
1985. 






























2 3 4 BETA 主 SD 
1売り上げ高 997申申キ 13.65 20.83 
2純別益 .796牢市申 l -1.037申肺 39.05 139.80 
3資本投下+，。 .151 128 107 11.51 36.78 
4雇 用 .168 -.246端 121 R2.394牢宇本 0.80 11.86 
(1)資本投下十研境開発費
2-B 繊維業 (43)
2 3 4 BETA X SD 
1売り上げ高 1 458申牢串 8.18 8.45 
2純利益 .087 -.394市串 131.24 "09.73 
s資本投下十u) 一 .257* .036 l 001 15.71 34.04 
4 雇 用 .408キ肺 -.355牢帥一.128 1 R'.268市申申 8.70 11.68 
ヨ-c化学業 (49)
1 2 3 4 BETA 主 SD 
1売り上げ高 206 19.90 47.89 
z純利益 2ー96申キ 1 一 307 165.15 162.30 
3資本投下+(1) ー .149 285事宇 058 24.78 31.98 
4 雇 用 107 230* -.060 R'.028 1.38 8.50 
4-D 薬品業 (25)
2 3 4 BETA X SD 
1売り上げ品 .618咋牢牢 6.84 7.81 
2純利益 .370市 -.543本車中 4.96 32.94 
3資本投下+(1) 414牢申 .435串申 166 11.52 11.13 
4雇 用 冒476制キー 253 .164 R2.378-*牢申 5.47 8.19 
5-E 鉄鋼業 (35)
2 3 4 BETA 豆 SD 
1売り上げ高 .398ヰヰヰ 7.40 10.69 
2純利益 158 1 -.116 66.91 113.93 
3資本投下+(1) .257 046 一 0.65 29.94 48.97 
4雇 用 .363申 050 043 1 RZ.065 -4.09 10.45 
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6-E 工作機械・産業拶減業 (40)
1 2 3 4 BETA λ SD 
1売り上げ高 1 口伝ち 16.11 22.22 
2純利益 135 口83 -15.88 551.19 
3 資本投下+(1) 095 -.331判 ，113 29.51 36.51 
4 雇 用 日77 026 118 R2.000 7.39 67.60 
7-G 電機業 (67)
1 2 3 4 BETA X SD 
l売り上げ高 1 .726ホ車市 33.85 26.52 
2純利益 .347申中市 一ー161 69.43 173.98 
3 資本投下+(1) 206唱 276本* .181申牢 21.85 24.22 
4 雇 用 .707申車本 .141 咽286申串申 l R2.521卒中牢 12.82 17.00 
8-H 自動車業 (30)
1 2 3 4 BETA X SD 
1売り上げ高 1 .236 19.54 13.65 
2純利益 250 .012 7.36 211.63 
3 資本投下+(1) ー.243 033 1 .046 33.43 30.15 
4 雇 用 .228 078 010 R2.000 5.281 6.71 
9-1 精密機械業 (1の
1 2 3 4 BETA 五 SD 
1売り上げ高 1 .839本市牢 35.43 20.98 
2純利益 -152本 -.131 117.11 201.51 
3 資本投下+(1) 380 750牢申中 234 41.29 21.41 
4 雇 用 868ヰ申宇 420* .452牢 1 R'.717申判 17.86 31.69 
10-J 非鉄金属業 (39)
1 2 3 4 BETA X SD 
1売りよげ高 533卒中本 12.75 13.13 
2純利益 069 1 042 99.5G 3G4.29 
3 資本投下十(.) ー 169 -.009 1 003 47.35 75.46 
4 雇 用 535岬牢 -.078 087 R'.227ヰ帥 -2.76 15.04 
ll-K 通信.=ンジニアリング業 (24)
2 3 4 BETA 主 SD 
1売り上げ高 609 7.22 16.60 
2純利益 80品本卒中 1 448 -8.05 33.68 
3 資本投下+(1) ー 114 .120 -.168 50.10 6日98
4 雇 用 269 021 201 1 R'.084 0.26 5.34 
*P<.lO;仲Pく.05;刺市P<.02





























































¥ F 、 IV ALUE ADDED ¥ 1;・
¥./ /PERSONNELEXPENSES 
、 ~(MONTHLY PER HEAD) 



































//ト¥、 NETPROFIT ， 
/¥¥ 
! yノ:
f ¥、--ノン/VALUE ADDED 

























































FIXED ASSETS . ， 
~-:__ __" SALE S 
~-多ミ夕手~\τVALUE ADDED 
τ~~-~' 一争←一一一一-一-






































































































技術革新と雇用 (277) 89 


























































ために投資L.，そのイノず z ーショ γ活動は市場の投大を促L そしてその結
果，雇用を拡大するというダイナミックスが観察された。今まで資本形成は，
直接，雇用に積極的な影響を与えると考えられていたが，その命題は有効では
ないことがこの研究で明らかになった。このような結論は，シュンベーターが
理論的に研究を行なっては来たが，ここで，シュ γベーターの理論を実証デー
タで裏付けることができた。
さらに，労働の極分解のプロセスにおいて，資本形成の役割は必要な条件で
はあるが，資本形成自体が労働の極分解を引き起こさないことが，ここで明ら
かになった。資本形成は，プロダグト・イノヴェ--Y三ンに媒介される場合，
必ずしも労働極分解をおこさないのに対して，プロセス・イノヴェー γ ョンに
媒介される場合，労働極分解を引き起こすことが明らかになった。
これに従って，マルク λ理論に基づいた資本形成と雇用との関係の分析は，
必ずしも十分とは言えないと考えられる。その土，新古典主義経済学者による
資本形成の雇用への積極的な影響は，短期に渡っても長期に渡っても，あまり
有意ではないことがここで明らかになりた。しかしながら， この研究の分析は
マクロ分析であり， ζこで観察された変数の関係ほ，具体的にケーススタデ 4
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で再確認することが必要である。乙れからの研究においては，上に分析された
変数の関係も，各企業のレベノレで分析することが期待されるだろう。
